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はじめに

2001年12月以降､ アフガニスタンの首都カブー

ル市及び周辺地域において治安維持活動に従事

している国際治安支援部隊 (International Secu-

rity Assistance Force：ISAF) は､ 国際連合安

全保障理事会 (以下､ ｢安保理｣ とする) の決議

に基づいて設置され､ 国際連合加盟国によって

構成された ｢多国籍軍｣ (coalition forces; mul-

tinational forces) である｡

冷戦後､ 大規模な迫害・大量殺害をともなう

地域紛争や ｢破綻国家｣ から大量の難民・避難

民が生じ､ 人道上の問題となるとともに､ 周辺

地域の不安定化を招く事態が生じている｡ この

ような事態に際し､ ｢国際の平和と安全の維持

に第一の責任を有する｣ 安保理が､ 決議によっ

て加盟国に必要な権限を授権し､ 加盟国が多国

籍軍を編成・派遣し､ 平和・秩序の回復・維持､

人道救援活動の支援などに従事する事例が見ら

れるようになった｡

この多国籍軍の活動は､ 国際連合憲章が予定

した ｢国連軍｣ (憲章上の国連軍) とも､ PKO

と称される ｢平和維持活動｣ とも異なる性格を

持っている｡ 本稿では､ 1990年代以降の多国籍

軍の事例を概観し､ 多国籍軍が国連による平和

と安全の維持に関わる新たな慣行となりうるか

を考察する｡
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Ⅰ 国際連合による国際の平和と安全の

維持

１. 国連憲章と集団的安全保障

第二次世界大戦の経験から､ 国連は国際の平

和と安全の維持をその主たる任務としている｡

国連憲章は加盟国に対し戦争にとどまらず武力

の行使・武力による威嚇を包括的に禁じ (憲章

第２条第４項)､ 紛争の平和的解決を義務づけ

(第６章)､ 違法な武力行使に対し制裁を行う集

団的安全保障体制を構築した (第７章及び第８

章)｡

安保理は国際の平和と安全の維持に関する主

要な責任を負い (第24条第１項)､ 平和に対する

脅威､ 平和の破壊または侵略行為の存在を認め

た場合､ 国際の平和及び安全を維持し､ または

回復するためにいかなる措置をとるか決定する

ことができる (第39条)｡ 安保理はその決定を

実施するため経済､ 運輸通信､ 外交関係におけ

る非軍事的な強制措置 (第41条)､ 兵力による

軍事的強制措置 (第42条) の発動を決定するこ

とができる｡ 憲章の予定するところでは､ 軍事

的強制行動は､ 安保理と加盟国との特別協定に

基づいて提供される兵力､ いわゆる ｢憲章上の

国連軍｣ によって行われる (第43条)｡ また､

地域的な紛争の解決や平和の維持のために､ 地

域的取極又は地域的機関が安保理の許可に基づ

いて強制措置をとることを認めている (第53条)｡

２. 冷戦期の国連� PKOの形成と発展

国連が活動を開始したとき､ すでに世界は冷

戦期にあった｡ 憲章上の集団安全保障は､ 安保

理常任理事国の協力とその軍事力を前提条件と

していたが､ 国連軍はその規模､ 構成､ 特に指

揮権の問題について常任理事国の一致を見るこ

とができず､ 憲章第43条の特別協定は締結され

なかった (冷戦後の現在に至るもこの状況は変わっ

ていない)｡ 常任理事国間の政治的対立がしば

しば国際紛争の背景にあり､ したがってかかる

紛争に関して拒否権 (憲章第27条第３項) の濫

発を招き､ 安保理は当初構想されたような機能

を十分に果たすことができなかった｡ 1950年の

｢朝鮮国連軍｣ はソ連の欠席する安保理の勧告

によって実現した(１) が (安保理決議第83号)､

アメリカの指揮下にあり (決議第84号)､ 憲章

が予定した国連軍とは異なるものであった(２)｡

もっとも､ 冷戦期の国連では､ 総会における

｢侵略の定義に関する決議｣ (1974年)(３) の採択

などによって憲章の定めた武力不行使原則の発

展が図られる一方で､ 局地的な武力紛争に対し

て国連による平和維持活動 (Peace Keeping Op-

eration；PKO) が行われてきた｡ PKOは紛争

の政治的解決を実現するために介在するもので

あって､ 直接に紛争を解決する手段ではないが､

一定の成果を上げ､ 経験と慣行によって発展し

てきた｡

今日 ｢伝統的な PKO｣ と称される冷戦期の

PKOは､ おおむね次のようである｡ 紛争当事者

間の同意と要請に基づき､ 停戦を維持し､ また

は兵力の引き離しを監視する｡ 活動は平和維持

部隊 (PKF､ 小火器により武装) または軍事監

視団 (非武装の将校の混成) によって行われる｡

要員は各国から自発的に派遣されるが､ 作戦上､

国連事務総長が任命する指揮官の指揮下に入り､

紛争の利害関係国は参加国から除外される｡ 武

器の使用は､ 自衛と任務妨害の企てに対抗する

場合に限って認められる｡ 派遣期間は限定され､

必要な場合に延長される｡ 経費は､ 加盟国によ

る通常の分担金とは別に賄われる(４)｡

この PKOは､ 国連憲章には直接の根拠規定

を有さず､ 武力紛争が実際に生じてしまった後

の措置であることから､ 紛争の平和的解決 (第

６章) にも当たらず､ 受入国の同意を前提とし

ている点で強制措置 (第７章) にも当たらない

ため､ ｢６章半｣ の活動といわれる｡ また､ もっ

ぱら安保理決議に基づいて設置され任務を与え

られるため､ 安保理の補助機関 (第29条) とも

される(５)｡ 国際司法裁判所は ｢ある種の経費
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事件｣ の勧告的意見 (1962年) において PKO

の合法性を認めた(６)｡� 安保理による強制措置

冷戦期において国連が強制措置をとった事例

は､ ローデシア及び南アフリカに対して行われ

た経済制裁である｡

1965年11月にイギリスから独立を宣言したロー

デシアが､ 白人による少数支配であり自決権を

侵害していたことに対して､ 翌年12月､ 安保理

は､ 憲章第39条及び第41条に基づき南ローデシ

アにおける事態が国際の平和に対する脅威を構

成すると決定し､ ローデシアに対する経済制裁

を実施した (決議第232号)｡ また､ アパルトヘ

イト政策をとっていた南アフリカに対しても､

1977年11月４日､ 安保理は憲章第7章に基づき

南アフリカによる武器と軍事物資の取得が国際

の平和と安全の維持に対する脅威を構成すると

決定し､ 加盟国に対し南アフリカへの武器輸出

の禁止を課した (決議第418号)(７)｡ これらの事

例において､ 安保理は､ 一国内における大規模

な人権侵害が国際の平和に対する脅威を構成す

るとした｡

３. 冷戦の終結と国連� PKOの拡大と限界

冷戦の終結は､ 国連とくに安保理の活性化を

もたらした｡ ｢第二世代の PKO｣ と称される冷

戦後の PKOの活動は､ 選挙監視､ 人権状況の

監視､ 行政管理､ 人道援助の実施確保などに拡

大した｡ 1992年６月､ ブトロス‐ガリ (Boutros-

Ghali) 事務総長 (当時) は､ 『平和のための課

題』(８) を発表し､ 予防外交・平和創造・平和維

持・平和構築からなる国連の包括的な安全保障

のあり方とともに､ PKOの予防的展開を行い､

憲章第43条の特別協定の締結を促進し､ 強制力

を有する重装備の平和執行部隊を創設する構想

を示した｡ しかしガリ事務総長は､ 1992年11月

の報告において国連に強制行動を指揮する能力

がないことを認めていた(９)｡

ソマリアにおいて1993年3月から活動した

UNOSOMⅡ(第二次国連ソマリア活動) は､ 憲

章第7章の下で紛争当事者の受入れ合意を前提

とせず､ 武装解除のため武力行使を容認された

活動であった｡ しかし要員が攻撃を受け､ 撤退

することとなった(10)｡

旧ユーゴスラヴィア連邦において1992年２月

から活動した UNPROFOR (国連保護軍) は､

当初はクロアチアにおける紛争当事者の停戦合

意を受けて停戦監視に従事した｡ ボスニア・ヘ

ルツェゴヴィナにおける紛争の激化に伴い､

UNPROFORは人道支援物資の配給を行い､

さらに安全地区の保護を行うため､ 憲章第７章

の下で武力行使を含む措置をとる権限を付与さ

れた｡ しかし活動が妨害されたため､ NATO

(北大西洋条約機構) 空軍の支援を受けて活動す

ることとなり､ 最終的には多国籍軍 IFOR (履

行軍) に主な任務を引き継ぐに至った(11)｡ この

ような経験から､ 1995年１月の 『平和のための

課題・追補』(12) では､ 古典的な PKOの原則の

尊重が再確認され､ 国連自身による平和執行の

構想は放棄されたのである｡� 地域的機関による強制行動�� NATO (北大西洋条約機構) 及び WEU

(西欧同盟)

旧ユーゴスラヴィア連邦において1991年６月

に発生した内戦に対して､ ９月25日､ 安保理は

決議第713号によりユーゴスラヴィアに対する

武器の禁輸を決定し､ 1992年５月には決議第757

号により包括的な経済制裁を課した｡ 11月､ 安

保理は､ 決議第787号を採択し､ 憲章第７章及

び第８章に基づき､ 国家または地域的機関もし

くは取極を通じて行動する国家に対し､ 決議第

713号及び第757号の履行を確保し海上の輸出入

用の積み出しを停止させるために必要な措置を

とることを求めた｡ NATO及びWEUはアド

リア海に海軍を派遣し､ ユーゴスラヴィア領海

に進入する商船の停船及び検査を行った｡ 1996
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年10月１日､ ボスニア和平協定の履行及びボス

ニアの選挙を受け､ 安保理は旧ユーゴスラヴィ

アに対するすべての措置を解除し､ 10月２日､

NATO及びWEUは作戦の完了を宣言した(13)｡

また､ 旧ユーゴスラヴィア連邦のボスニア・

ヘルツェゴヴィナにおける紛争の激化に対し､

安保理は1992年８月に決議第770号を採択し､

ボスニア・ヘルツェゴヴィナの事態が国際の平

和と安全に対する脅威であると認定し､ 憲章第

７章に基づいて行動し､ 人道援助物資の輸送促

進のために必要なあらゆる措置を地域的機関又

は取極を通してとるように求めた｡ 1993年３月

の決議第816号では､ 憲章第７章に基づき､ ボ

スニア・ヘルツェゴヴィナ上空の飛行禁止の遵

守を確保するために､ 必要なあらゆる措置を国

家､ 地域的機関又は取極によりとる権限を与え

た｡ さらに､ 1993年６月の決議第836号は､ 憲

章第７章に基づき､ UNPROFOR (国連保護軍)

の任務遂行を支援するために､ (決議第819号及

び第824号で宣言された) 安全地区の内部及び周

囲において､ 国家､ 地域的機関・取極に対し空

軍力を使用し必要なあらゆる措置をとる権限を

与えた｡ 1994年２月､ NATOは安保理決議第

816号によりボスニア・ヘルツェゴヴィナ上空

を飛行したセルビア人勢力に属する軍用機を撃

墜した｡ 1994年４月から1995年２月まで､

NATOは決議第836号によりセルビア人勢力の

軍事目標を､ 1995年８月から９月までセルビア

人勢力の支配地域を攻撃した(14)｡

NATOとWEUは､ 本来は集団的自衛 (憲

章第51条) を目的として結成されたものであっ

たが､ これらの決議が憲章第７章及び第８章に

言及していることから､ これらの機関は､ 憲章

第８章にいう地域的機関として位置づけられた

ものと考えられる(15)｡�� ECOWAS (西アフリカ経済共同体)(16)

ECOWAS は､ 1989年以降､ 反政府勢力

NPFL (リベリア愛国戦線) との内戦状態にあっ

たリベリアに対し､ 1990年８月に ECOMOG

(ECOWAS監視団) を派遣した｡ 1991年10月､

ECOWASの仲介により和平協定が成立したが

戦闘は続き､ ECOMOGも NPFLと交戦した｡

1992年11月､ 安保理は決議第788号を採択し､

リベリアに対し憲章第７章の下で武器禁輸措置

を課した｡

ECOWASは､ 1991年以降内戦が続いたシエ

ラレオネに対しても､ 1996年11月の和平成立後

に ECOMOG を派遣した｡ しかし1997年５月

にクーデターが発生し､ カバー (Kabbah) 大

統領が追放され軍事政権が成立した｡ ６月､

OAU (アフリカ統一機構) は新政権の不承認を

確認し､ ECOWASに対して武力行使を容認し

た｡ 10月８日､ 安保理は決議第1132号により禁

輸を決定し､ ECOWASに履行確保のために必

要な措置をとることを許可した｡ 1997年10月23

日､ 軍事政権と ECOWAS との間で和平が合

意されたが計画の実施は進まず､ 1998年２月､

ECOMOGが攻撃を行い軍事政権は崩壊した｡

カバー大統領の復帰を受け､ ３月10日､ 安保理

は石油禁輸措置を解除した｡

これらの事例では､ ECOWAS及び OAUが

憲章第８章にいう地域的機関であるとしても､

その強制行動に対して安保理が憲章第53条に基

づく事前の許可を与えていたわけではない｡ こ

のため､ 武力不行使原則及び内政不干渉原則に

ECOMOGの活動が抵触していた可能性がある｡

しかし決議第788号は､ ECOMOGの武力行使

や憲章第８章には言及していないものの､

ECOWAS の努力を賞賛しており､ 安保理が

ECOMOGの活動を事後に黙示的に承認したと

考えることも不可能ではない(17)｡ シエラレオネ

の場合でも､ 決議第1181号は ECOWAS 及び

ECOMOGの積極的な役割を賞賛している(18)｡

Ⅱ ｢多国籍軍｣ の事例

１. ｢湾岸多国籍軍｣ (19)

1990年８月２日､ イラクがクウェートに侵攻

し､ ８日には併合を宣言した｡ 安保理は決議第
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660号を採択し､ イラクの行為を国際の平和及

び安全の破壊であると非難し､ クウェートから

の撤退を要求した｡ しかしイラクが従わなかっ

たため､ 決議第661号によって経済制裁を行い､

さらに決議第665号では加盟国海軍による禁輸

執行措置 (海上阻止行動) をとった｡ 11月29日､

安保理は決議第678号を採択し､ 加盟国に対し

国際の平和と安全を回復するため必要なあらゆ

る手段をとる権限を与えた｡ アメリカ軍を主体

とする多国籍軍は､ 1991年１月17日に攻撃を開

始し､ 戦闘は２月28日に停止した｡ ４月３日､

安保理は決議第687号 (停戦決議) を採択し､

イラクが当該決議を受諾した４月11日に正式に

停戦するに至った｡

｢湾岸多国籍軍｣ は､ 憲章第７章 (及び第８

章) に言及した安保理決議に基づき､ 加盟国に

よるアドホックな多国籍軍が編成された最初の

例となった｡ もっとも､ 湾岸多国籍軍の根拠と

なった決議第678号の決議文は､ 憲章第７章に

言及しているものの､ 特定の条文は引用しなかっ

た｡ このため､ 決議第678号の憲章上の位置づ

けについては､ 第３章で述べるとおり論議の対

象となった(20)｡

｢湾岸多国籍軍｣ は､ イラクによるクウェー

ト侵攻という､ 一国による他国への武力攻撃に

対して編成され行動した多国籍軍である｡ 武力

攻撃は､ 国連憲章が想定していた国際の平和に

対する脅威・平和の破壊の典型例と考えられる

が､ 湾岸多国籍軍以降に編成された多国籍軍が

主として内戦などの国内要因に起因する事態に

対して編成されたことと比べると､ 湾岸多国籍

軍はむしろ特徴的な例であると思われる｡

①活動期間

・決議第665号に基づく海上阻止行動 (禁輸執

行措置)

1990年８月25日～現在

・決議第678号に基づく軍事行動

1991年１月17日～２月28日

②参加国及び規模

・海上阻止行動

アメリカほか12か国

・軍事行動

アメリカ､ イギリス､ フランス､ サウジアラ

ビアなど29か国

規模：約29万名

２. イラク北部におけるクルド人保護(21)

｢湾岸戦争｣ 直後のイラクでは､ 1991年３月､

南部でシーア派反体制組織が､ 北部ではクルド

人組織が蜂起した｡ イラク政府が厳しい弾圧を

行ったため､ 難民化したクルド人がイランやト

ルコに流出した｡ ４月５日､ 安保理は決議第688

号を採択した｡ 同決議は､ イラクの一般人民に

対する抑圧が大量の難民を引き起こし､ 関連地

域における国際の平和と安全に対する脅威となっ

ていると非難し､ イラクは抑圧をただちに停止

し､ 国際人道機関の援助を必要とする地域への

アクセスを許可し､ その活動のためのあらゆる便

宜が利用可能となるようにすべきだとした(22)｡

トルコ領域内に待機していた各国部隊は４月

17日からイラク北部に投入され､ クルド難民保

護区域の設定､ 食料等の救援物資の投下､ キャ

ンプの設営にあたった｡ (ドイツ部隊はイラン西

部に展開した｡)

イラクは､ 救援活動がイラクに対する内政干

渉であると非難した｡ ４月18日､ イラクと国連

事務総長代行との間で了解覚書が交わされ､ 国

連人道センターの設置､ 救援物資の安全な通過､

国連警備官の派遣､ 避難民救援活動の責任を

UNHCR (国連難民高等弁務官事務所) に移行さ

せる合意が順次成立し(23)､ 各国部隊は７月中

旬にイラク北部から撤退した｡

決議第688号は直接には憲章第７章に言及し

ていない｡ このため､ 多国籍軍の活動が武力行

使を伴わないものであっても､ 国内管轄事項

(憲章第２章第７項) への干渉となる可能性が生

じる｡ しかし､ 多国籍軍の活動が決議第688号

の目的に合致していると考えることによって､

長期的には､ 安保理決議に基づく多国籍軍の例
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と考えることも可能であると思われる(24)｡

①活動期間

1991年４月７日～７月15日(25)

②参加国及び規模

アメリカ､ イギリス､ フランス､ イタリア､

オランダ､ ドイツ､ オーストラリア､ ベルギー､

カナダ､ ルクセンブルグ､ ポルトガル､ スペイ

ン､ トルコ､ 約２万3,000名(26)

３. ソマリア(27)

1991年１月､ バーレ (Barre) 政権が崩壊し

た後､ USC (統一ソマリア会議) が政権を掌握

した｡ しかしその後 USCの内部抗争が激化し､

11月に内戦に発展し､ 戦闘と干ばつによる飢饉

のため大量の難民・避難民が発生した｡

1992年１月､ 安保理は決議第733号を採択し

てソマリアに対し武器禁輸措置を課し(28)､ ３

月､ 一応の停戦合意が成立した｡ ４月24日､ 安

保理は決議第751号により停戦合意の履行及び

人道援助物資の提供を支援するため UNOSOM

(国連ソマリア活動) の派遣を決定した(29)｡ しか

し UNOSOMの活動は妨害を受け､ 人道物資

の輸送・配給ができない事態が続いたため､ 国

連事務総長は憲章第７章に基づく措置が必要で

あると安保理に勧告した(30)｡ この勧告では､

安保理のとり得る措置として①平和維持活動で

ある UNOSOM の維持､ ②UNOSOM は撤退

し人道援助団体と武装勢力との交渉に委ねる､

③UNOSOM による武力の示威行動､ ④安保

理の権威のもとでの加盟国による強制行動､ ⑤

国連の指揮･統制のもとでの強制行動､ という

５つの選択肢が提示されていた｡

1992年12月３日､ 安保理は決議第794号を採

択し､ ソマリアの事態が国際の平和と安全に対

する脅威を構成することを決定し､ 憲章第７章

のもと､ 人道的救済活動のための安全な環境を

可能な限り早急に樹立するため､ 加盟国に必要

なあらゆる措置をとる権限を付与した(31)｡ こ

の決議に基づき編成された多国籍軍 UNITAF

(統一タスクフォース) による ｢希望回復作戦｣

によりソマリアの飢餓状態は急速に解消した｡

しかし不安定な状態は継続していたため､ 国連

事務総長は､ 武装解除のため UNOSOMに憲

章第７章に基づく強制行動の権限を付与すべき

であると勧告した(32)｡

1993年３月26日､ 安保理は決議第814号を採

択し､ UNOSOMⅡ (国連第２次ソマリア活動)

に武力行使を容認した(33)｡

①活動期間

1992年12月４日～1993年５月４日(34)

②参加国及び規模

アメリカ､ オーストラリア､ ベルギー､ ボツ

ワナ､ カナダ､ エジプト､ フランス､ ギリシャ､

インド､ イタリア､ クウェート､ モロッコ､ ニュー

ジーランド､ ナイジェリア､ パキスタン､ サウ

ジアラビア､ スウェーデン､ チュニジア､ トル

コ､ アラブ首長国連邦､ ジンバブエ(35)､ 約３

万8,300名(36)

４. ルワンダ(37)

1990年以降､ フツ族主導のルワンダ政府と､

ウガンダ国内でツチ族が組織したルワンダ愛国

戦線 (RPF) との間で内戦が続いたが､ 1993年

８月に和平が成立した｡ 和平協定の履行を支援

するため､ 10月５日､ 安保理決議第872号に基

づき UNAMIR (国連ルワンダ支援団) が組織さ

れた(38)｡

1994年４月６日､ハビャリマナ(Habyarimana)

大統領搭乗機の墜落事故をきっかけに内戦が再

発し､ ルワンダ政府軍・フツ族兵士によるツチ

族・フツ族穏健派の大量殺害が起こり､

UNAMIRも攻撃されるに至った｡ ５月17日､

安保理は決議第918号を採択しルワンダに対す

る武器禁輸措置･ UNAMIRの権限と規模の拡

大を決定したが(39)､ 軍事要員は十分に集まら

なかった｡ 国連事務総長は､ 拡大 UNAMIR

の展開が遅れ､ ルワンダ国内の情勢が悪化して

いることにつきフランスからの申し出を受け､
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多国籍軍による人道援助活動について安保理が

審議することを提案した(40)｡ 安保理は､ 決議

第929号において､ 拡大 UNAMIRが必要な兵

力を持つまでの間､ 憲章第７章のもとで､ 加盟

国に対しルワンダにおける人道的目標を達成す

るために必要なあらゆる手段を使用する権限を

与える決定を行った(41)｡ もっとも､ フランス

がジェノサイドの一方の当事者である旧政権と

の間に政治的つながりがあることが懸念されたた

め(42)､ 決議第929号は ｢公平に｣ 任務を遂行す

ることをとくに義務づけた｡

多国籍軍による ｢トルコ石作戦｣ はルワンダ

における大量殺害をいったん終息させ､ ルワン

ダ南西部に人道的安全地帯を設置し､ 避難民約

100万人が保護された｡ また､ 国際人道援助活

動の実施が可能となった(43)｡ 1994年７月19日､

ルワンダ愛国戦線が全土を掌握し､ 新政府を樹

立した｡ 一方で､ 多国籍軍の撤退後､ 新政府に

よる報復を恐れたフツ族避難民が周辺諸国に流

出した(44)｡

①期間

1994年６月22日～８月21日(45)

②参加国及び規模

フランス､ セネガル､ ギニアビサウ､ チャド､

モーリタニア､ エジプト､ ナイジェリア､ コン

ゴ､ 約3,600名(46)

５. ハイチ(47)

1991年２月､ ONUVEH (国連ハイチ選挙検証

監視団) の監視のもと実施された民主的な選挙

によりアリスティド (Aristid) 大統領が就任

したが､ ９月にクーデターが起こり､ 大量の難

民が発生した｡

1993年６月16日､ 安保理は決議第841号を採

択し､ ハイチに対する石油及び武器の禁輸並び

に資産を凍結する措置を課した(48)｡ ７月､ ハ

イチ正統政府と軍事政権の間で､ 民政復帰につ

きガバナーズ島 (Governors Island) 協定が合

意された(49)｡ これを受け､ 安保理は決議第867

号を採択し､ ハイチ軍の近代化と警察の設立の

ため､ UNMIH (国連ハイチ派遣団) の派遣を決

定した(50)｡ しかしその後も反アリスティド勢力

によるテロや暴動が頻発した｡ 10月､ UNMIH

先遣隊の上陸が阻止されると､ 安保理は決議第

873号により決議第841号の措置を再開した(51)｡

さらに決議第875号により当該措置を実効あら

しめるための行動を加盟国に求めた(52)｡

1994年５月６日､ 安保理は決議第917号を採

択し､ ハイチに対する全面的な経済制裁を決定

し､ その遵守の確保のために ｢海上阻止行動｣

を許可した(53)｡ これら制裁措置の強化に対し､

軍部や反アリスティド勢力の反発は強まり､ ハ

イチの人権状況は悪化した｡ ７月31日､ 安保理

は決議第940号を採択し､ 憲章第7章のもとで､

加盟国に対し統一的な指揮統制のもとに多国籍

軍を編成し､ 正統政府の回復､ 安全かつ安定し

た環境の確立のため必要なあらゆる手段を行使

することを許可した(54)｡ ９月18日､ アメリカ政

府特使とハイチ軍首脳との間で合意が成立し(55)､

多国籍軍はハイチ軍と戦闘することなく首都及

び主要都市を制圧した｡ 10月15日､ アリスティ

ド大統領が帰国､ 16日には経済制裁が解除され

た(56)｡

1995年１月15日､ 多国籍軍の参加国は､ 安保

理に対しハイチにおける安全かつ安定した環境

の確立を報告した(57)｡ ３月31日､ 多国籍軍か

ら UNMIHに任務が移行された(58)｡

①期間

安保理決議第875号に基づく海上阻止行動(禁

輸執行措置)：1993年10月19日～1994年10月16

日(59)

安保理決議第940号に基づく活動：1994年９

月19日～1995年３月31日(60)

②参加国及び規模

・海上阻止行動：アメリカ､ イギリス､ フラン

ス､ カナダ､ オランダ､ アルゼンチン(61)

・決議940に基づく活動：アメリカ､ CARICOM

(カリブ共同体) 諸国､ バングラデシュ､ グァテ
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マラ､ 約１万名 (ほか文民警察官約800名)(62)

６. アルバニア(63)

共産党による一党独裁体制が続いていたアル

バニアは､ 1992年の総選挙で民主党が圧勝しベ

リシャ (Berisha) 大統領が率いる民主党政権

が誕生して以降､ 急激な経済成長を遂げた｡ し

かし､ 自由経済システムに通じていない一般市

民は ｢ネズミ講｣ 式の投資会社に出資した｡

1997年１月､ 投資システムが崩壊し､ 経済の混

乱が全土に波及し暴動に発展した｡ 政府は有効

な解決策を打ち出すことができず暴動は拡大し､

２月には､ 地方で行政機能が麻痺する事態となっ

た｡ ３月､ OSCE (欧州安全保障協力機構) の仲

介により､ アルバニア政府と反政府派の合意が

成立し､ ３月12日､ フィノ (Fino) を首班とす

る連立政権が発足した｡ しかし事態の改善を図

るため､ 政府は国連とWEU (西欧同盟) に軍

事介入を要請した｡ イタリアおよびアルバニア

の要請によってアルバニア情勢につき審議した

安保理は､ 決議第1101号を採択した｡ 同決議は､

アルバニアにおける状況がその地域の平和と安

全に対する脅威を構成し､ 加盟国が人道支援の

安全かつ迅速な実施のため多国籍軍の編成を申

し出ていることを歓迎した｡ さらに加盟国に対

し中立的かつ公正に人道援助を遂行する多国籍

軍への参加を許可し､ (アルバニア政府の要請が

あったにもかかわらず) 憲章第７章のもとで要

員の安全と移動の自由を確保する権限を与える

とした(64)｡

アルバニア情勢は多国籍軍の展開により沈静

化した｡ ６月19日､ 安保理は決議第1114号にお

いて多国籍軍の任務を拡大する決定を行い(65)､

人道的活動の支援に加えて選挙監視業務の安全

保護も任務とした｡ ６月29日及び７月６日､

OSCE選挙監視団による監視のもと､ アルバニ

ア人民議会選挙が行われた(66)｡

①期間

1997年４月15日～８月11日(67)

②参加国及び規模

オーストリア､ ベルギー､ デンマーク､ フラ

ンス､ ギリシャ､ イタリア､ ポルトガル､ ルー

マニア､ スロヴェニア､ スペイン､ トルコ､

7,215名(68)

７. 中央アフリカ(69)

1996年４月､ 兵士が未払い給与の支払いを求

めて暴動を起こした｡ パタセ (Patasse) 大統

領は給与の支払いを約束し事態は沈静化したが､

５月､ 大赦法の制定や大統領の退陣を求めた兵

士が再び暴動を起こした｡ 中央アフリカ共和国

と防衛協定を結んでいたフランスは部隊を派遣

し､ 外国人の救出活動と大統領の安全確保を行っ

た｡ 11月､ 大統領の退陣を求める反乱が発生し

た｡ 12月４日から開催されたフランス及びフラ

ンス語圏アフリカ諸国サミットでは､ 中央アフ

リカに国際使節団を派遣し､ 政府と軍の間の緊

張を緩和しようとする提案がなされた｡ ８日､

政府と反乱部隊との間で停戦合意が成立したが､

状況は改善しなかった｡

1997年１月４日､ 反乱部隊がフランス軍兵士

を殺害したため､ フランス軍は反乱部隊を攻撃

した｡ その後も散発的な戦闘が続いたが､ １月

下旬に国民和解を定めたバンギ (Bangui) 協

定 (複数の文書で構成) が成立し､ その履行監

視を目的として､ 多国籍軍MISAB (バンギ協

定履行アフリカ監視団) が派遣された｡ MISAB

展開後､ ２月18日に在野勢力を閣内に含めた国

民統一政府が成立し､ ３月15日には大赦法も施

行された｡ しかし､ ３月22日に MISAB と反

乱部隊との大規模な衝突が生じ､ 反乱部隊に対

する MISAB とフランス軍の攻撃の結果､ ７

月２日に停戦協定が結ばれた｡ 安保理は､ 決議

第1125号によって MISAB の活動を国連の授

権のもとにおくこととした｡

MISABの兵站部門を支援していたフランス

軍の1998年４月以降の撤退が予定されていたた

め､ 国連事務総長は､ 中央アフリカにおける治

安維持と国民和解の促進のために新たな平和維
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持活動の展開を勧告した(70)｡ 1998年３月27日､

安保理は決議第1159号を採択し､ MISABの任

務を引き継ぐ国連 PKO として MINURCA

(国連中央アフリカ共和国監視団) の展開を決定

した(71)｡

①期間

1997年２月８日～1998年４月15日(72)

②参加国及び規模

ブルキナ･ファソ､ チャド､ ガボン､ マリ､

セネガル､ トーゴ､ 800名(73)

８. ボスニア(74)

1995年12月14日､ ボスニア内戦に関する和平

協定がパリで署名され､ 12月15日､ 安保理は､

決議第1031号を採択し､ 和平協定の履行のため

に多国籍軍 IFOR (履行軍) の展開を許可し､

加盟国に IFOR の任務の遂行及び防護のため

にあらゆる手段をとる権限を与え､ 国連 PKO

である UNPROFORの権限を IFORへ移行す

る旨決定した(75)｡ IFORは､ 敵対行動の防止・

兵力引き離し等に従事した｡

1996年９月､ OSCEの協力によりボスニアで

選挙が実施された｡ しかし情勢は不安定であり､

11月から12月にパリ及びロンドンで行われた和

平履行会議において軍の駐留を継続する必要性

が確認され､ NATO諸国は､ SFOR (安定化軍)

の編成に合意した｡ 12月12日､ 国連安保理は決

議第1088号を採択し､ IFOR の任務を SFOR

に引き継ぐことを決定した(76)｡

①期間(77)

IFOR：1995年12月20日～1996年12月20日

SFOR：1996年12月20日～現在

②参加国及び規模

IFOR：NATO諸国 (当時*) 及びオースト

リア､ チェコ､ エジプト､ エストニア､ フィン

ランド､ ハンガリー､ ラトビア､ リトアニア､

マレーシア､ パキスタン､ ポーランド､ ルーマ

ニア､ ロシア､ スロヴァキア､ スウェーデン､

ウクライナ､ ブルガリア､ アルバニア､ 約５万

3,000人(78)

SFOR：NATO諸国** 及びロシア､ アルバ

ニア､ アルゼンチン､ オーストリア､ ブルガリ

ア､ エストニア､ アイルランド､ フィンランド､

ラトビア､ リトアニア､ スロヴァキア､ モロッ

コ､ ルーマニア､ スロヴェニア､ スウェーデン､

オーストラリア､ ニュージーランド(79)､ 最大

時約３万6,000人(80)

* ベルギー､ カナダ､ デンマーク､ フランス､ ドイツ､

ギリシャ､ アイスランド､ イタリア､ ルクセンブル

グ､ オランダ､ ノルウェー､ スペイン､ トルコ､ イ

ギリス､ アメリカ

**1999年３月12日､ チェコ､ ハンガリー､ ポーランド

が加盟｡

９. コソヴォ(81)

ユーゴスラヴィア連邦 (セルビア及びモンテ

ネグロ) のコソヴォ自治州におけるアルバニア

系住民と連邦の対立は､ 1998年以降､ 連邦とア

ルバニア系武装組織 KLA (コソヴォ解放軍) と

の間の内戦に発展し､ 非戦闘員の殺害・大量追

放などが生じた｡ 安保理は､ 決議第1160号を採

択し､ ユーゴスラヴィア全土に対し武器禁輸措

置を課し､ 決議第1199号により､ コソヴォ情勢

が地域の平和と安全に対する脅威であるとした｡

1999年２月からフランスで行われた和平交渉

は失敗し､ ３月24日､ NATOがユーゴスラヴィ

アへの航空攻撃を開始した｡ ６月９日､ ユーゴ

スラヴィアは G８諸国の和平案を受諾し､

NATOとユーゴスラヴィアは多国籍軍の展開

につき合意した｡ ６月10日､ 安保理は､ 決議第

1244号を採択し､ UNMIK (コソヴォ暫定統治ミッ

ション) を設置するとともに､ KFOR (コソヴォ

国際安全保障部隊) の展開を許可した｡ この決

議は､ 加盟国及び関係国際機関に対しコソヴォ

における軍事プレゼンスを許可し､ 次の任務を

付与した｡ 敵対行動の防止・停戦維持､ ユー

ゴ連邦軍・警察及び民兵組織の撤退監視､ KLA

の武装解除､ 難民及び避難民の帰還並びに人道

援助に必要な安全の確保､ 治安及び秩序の維持､
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地雷除去活動の監視､ UNMIK 及び他の国際

機関の防護並びに移動の自由の確保(82)

①期間

1999年６月～現在

②参加国及び規模

NATO諸国及びロシアなど37か国(83)､ 約４

万4,000人(84)

10. 東ティモール(85)

東ティモールでは､ 1975年に宗主国であった

ポルトガルが主権を放棄し､ 1976年のインドネ

シアによる併合以来､ 独立派と統合派が対立し

てきた｡ 1998年､ インドネシアのハビビ

(Habibie) 政権による ｢幅広い自治ステータス

の付与｣ 方針の発表後､ 独立の気運が高まり紛

争が再発した｡

1999年４月､ 独立派と統合派の間で和平合意

が成立し､ ５月､ インドネシア､ ポルトガル､

国連の間でインドネシア政府の自治案に関する

東ティモール住民の意思を確認する直接投票の

実施などで合意した｡ これを受け､ ６月､ 安保

理は決議第1246号を採択し､ UNAMET (国連

東ティモールミッション) の設立を決定した(86)｡

８月に行われた住民投票の結果､ 東ティモール

の独立支持が多数となったが､ 統合派武装組織

が暴動を起こし､ 治安の悪化とともに多数の避

難民が生じ､ UNAMET要員も攻撃を受けた｡

事態の沈静化のため､ 安保理は､ 決議第1264号

を採択し､ 東ティモールにおける事態が平和と

安全に対する脅威となっているとし､ 憲章第７

章の下で東ティモールの平和と安全を回復し､

UNAMET の活動を支援するために加盟国に

対し必要なあらゆる措置をとる権限を与えるこ

とを決定した｡

決議第1246号に基づき､ INTERFET (東ティ

モール国際軍) は､ 1999年10月末までに東ティ

モール全域に展開した｡ 統合派の武装組織は西

ティモールへ逃亡したが､ その後武装闘争を放

棄する旨宣言した｡ 10月20日にインドネシア国

民協議会* が直接投票の結果を受け入れる決定

を行ったことから､ 安保理は決議第1272号を採

択し､ UNTAET (国連東ティモール暫定行政機

構) を設立した(87)｡ 2000年２月23日､ 多国籍

軍から UNTAET の軍事部門に任務が引き継

がれた｡

* インドネシアにおける国権の最高機関で､ 憲法制定・

大統領選出の権限をもつ｡ 議会とは異なる｡

①期間

1999年９月20日～2000年２月23日(88)

②参加国及び規模

オーストラリア､ タイ､ フィリピン､ ブラジ

ル､ ケニア､ ヨルダン､ ニュージーランド､ フ

ランス､ フィジー､ イギリス､ アメリカほか22

か国(89) 最大時約１万名(90)

11. アフガニスタン

1978年のソヴィエト連邦による侵攻以来､ 内

戦の続いたアフガニスタンでは､ 1998年までに

タリバン (Taliban) 政権が大半の地域を支配

した｡ タリバン政権は､ 1998年のケニア及びタ

ンザニアにおけるアメリカ大使館爆破事件など

に関与したとされるテロ組織アル・カーイダ

(al Qaeda) に基地を提供してきた｡ 安保理は､

決議第1267号及び決議第1333号を採択し､ タリ

バン政権に対し､ タリバン資産の凍結(91)､ 武

器の禁輸(92) などを決定する措置をとってきた｡

2001年９月11日にアメリカで生じた大規模な

テロ事件がアル・カーイダによって実行された

と断定したアメリカ､ イギリスなどの国々は､

10月７日以降､ タリバン政権及びアル・カーイ

ダに対する攻撃を開始した｡ タリバン政権は急

速に崩壊し､ 11月13日､ 首都カブールはアフガ

ニスタンの反タリバン勢力によって陥落した｡

12月､ 国連の斡旋により反タリバン勢力がドイ

ツのボンで会合し､ 暫定政権の発足に合意した｡

12月20日､ 安保理は､ 暫定政権を支援しカブー

ル及び周辺地域の治安を維持するため､ 加盟国

に対し ISAFへの人員及び装備の提供を求め､
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ISAFに参加する加盟国に対し任務を遂行する

ために必要なあらゆる措置を許可する決議第

1386号を採択した(93)｡ 12月22日､ カブールに

カルザイ (Karzai) を首班とする暫定政権が設

立された｡

①期間(94)

2002年１月10日～現在

②参加国及び規模

イギリス､ オーストリア､ デンマーク､ フィ

ンランド､ フランス､ ドイツ､ ギリシャ､ イタ

リア､ ニュージーランド､ オランダ､ ノルウェー､

ポルトガル､ ルーマニア､ スペイン､ スウェー

デン､ トルコ､ ベルギー､ チェコ 規模：約

5,000名(95)

* アメリカは連絡要員 (liaison staff) を派遣した｡

Ⅲ 考 察

１. ｢授権｣ 決議の国連憲章上の位置づけ

多国籍軍の根拠となる安保理決議は､ 国連憲

章上どの条文に位置づけられるか｡

国家またはその集団による武力行使は武力不

行使原則 (憲章第２条第４項) に抵触するため､

多国籍軍の武力行使を正当なものとするには､

違法性阻却事由が必要である｡ 憲章の条文には､

安保理が加盟国に対し武力行使を授権する権能

を有するという明示的な規定はない｡ 安保理は

決議を法的にどのように根拠づけているのであ

ろうか｡� 安保理決議第678号に関する議論

｢湾岸多国籍軍｣ の根拠とされた安保理決議

第678号は､ 憲章第７章を引用しつつも､ 憲章

の特定の条文には言及しておらず､ 同決議を採

択した安保理においても､ 憲章上の根拠条文は

明らかにされなかった｡

このため､ 安保理決議第678号の憲章上の位

置づけに関する学説は､ 憲章の特定の条文に結

びつける説､ 国連の黙示的権能に根拠を求める

説(96)､ 憲章違反であるとする説(97) に分かれた｡

憲章の特定の条文に結びつける説は､ さらに①

多国籍軍の行動は憲章第51条の集団的自衛権に

基礎付けることができる (かつ憲章第42条にも

合致する) との説(98)､ ②憲章第39条の安保理の

勧告に基づくとする説､ ③憲章第42条の軍事的

強制措置の決定に基づくとする説(99) におおむ

ね分けることができる｡

集団的自衛権説には次のような問題があると

指摘されている｡ 自衛権の行使には安保理の事

前の許可を必要としないから､ 多国籍軍の行動

が集団的自衛権の行使であるとすれば決議第678

号はそもそも必要ではない｡ 一般に自衛権の行

使には均衡性の要件が求められるところ､ 停戦

条件を定めた決議第687号は､ クウェートから

のイラク軍の撤退にとどまらず大量破壊兵器の

廃棄などイラクの主権を制約していることから､

決議第678号は ｢国際の平和と安全を回復する｣

ため､ 加盟国に対して均衡性の要件を超える権

限を与えたと考えることができる(100)｡

第39条説は､ 多国籍軍を自発的に編成する国

にとっては ｢勧告｣ で十分であっても､ 武力行

使の対象となる国は､ 勧告による措置を受忍す

る義務はないから武力行使は武力不行使原則に

違反し国際違法行為となると批判される(101)｡

第42条説は､ ｢決定｣ の拘束力をもって武力

行使の違法性阻却事由と考えるため､ 第39条説

の問題は生じない｡ 憲章は加盟国が自発的に編

成する多国籍軍による軍事的強制措置を予定し

ていないが､ 第42条に基づく兵力の使用にあたっ

ては､ 必ずしも第43条の特別協定は前提とされ

ない(102)｡ ただし､ 決議第678号は安保理に対す

る定期的な報告を義務づけるにすぎず(103)､ 安保

理による兵力使用計画の作成 (憲章第46条) 及

び軍事参謀委員会による戦略上の指導 (第47条

第３項) という点で､ 安保理による多国籍軍の

活動の統制について問題とする見解もある(104)｡

黙示的権能説は､ 国際機構には設立条約によっ

て明示的に定められていなくとも､ その目的の

達成のために必要と考えられる黙示的権能が付
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与されているとする(105)｡ つまり決議を通じた加

盟国への ｢授権｣ は､ 安保理の権能に属すると

考える｡ 黙示的権能の理論は､ 国際司法裁判所

の ｢ある種の経費事件｣ 勧告的意見 (1962年)(106)

から導かれている｡ この勧告的意見は､ 国連

PKOであったUNEF (国連緊急軍) 及びONUC

(コンゴ国連軍) について求められたものであり､

UNEFや ONUCの活動が受入国の同意を前提

としていた点が考慮されていた｡ このため､ ク

ウェートを占領するイラクに対して武力を行使

するという ｢湾岸多国籍軍｣ に援用するには十

分ではないという指摘もあった(107)｡

安保理決議第678号の国連憲章上の根拠につ

いては､ 1990年代の初めごろに学説上の議論が

見られたのであるが､ 多国籍軍の事例の蓄積と

ともに､ しだいに議論の対象とならなくなって

いる(108)｡� 決議第678号以後の慣行

｢湾岸多国籍軍｣ 以降に編成された多国籍軍

にかかわる安保理決議は､ 実際には憲章の特定

の条文を引用することはなく､ ｢憲章第７章の

下で行動して｣ などの形で言及するにとどまっ

ている｡ 決議を採択した安保理の審議において

も､ 決議文で用いられる表現を､ 憲章の特定の

条文に結びつけるような議論は行われていない｡

ソマリア､ ハイチにおける多国籍軍に関する

安保理の審議では､ 一部の加盟国が事態の特殊

性を強調し､ 決議が加盟国に武力行使を授権す

る先例となることへの懸念を示したものの､ 結

局のところ､ 各国の法的確信(opinio juris)で

は､ 安保理は憲章第７章 (及び第８章) のもと

で加盟国に必要な権限を付与し､ 多国籍軍に武

力行使を授権することができるとされているよ

うである｡

授権決議の先例の蓄積は､ 憲章第７章 (及び

第８章) の解釈につき､ 憲章の制定後に生じた

慣行であって､ 国連加盟国により一般的に受け

入れられたもの (条約法条約第31条第３項�) と
考えることも可能であろう｡

もっとも､ 授権はいわゆる白紙委任にあたる

ものではなく､ 第４節で述べるように､ 安保理

が多国籍軍を政治的に統制することが必要であ

るとも考えられている｡ 最近の学説でも､ 安保

理による武力行使の授権の根拠をあらためて安

保理の黙示的権限として説明しつつ､ 武力行使

に関する判断を加盟国に無制限に委任するもの

ではない､ と考えている(109)｡

２. ｢平和に対する脅威｣ 概念の拡大

安保理は､ 憲章第39条に従い ｢平和に対する

脅威､ 平和の破壊または侵略行為の存在を決定｣

し､ 事態を国際関心事項とすることによって国

内管轄事項に関与し､ かつ憲章第７章の非軍事

的・軍事的強制措置をとることができる｡ 憲章

は ｢平和に対する脅威､ 平和の破壊または侵略

行為｣ の概念を定義しておらず､ これらの事態

の認定を行うことは､ 安保理の裁量に属する問

題である(110)｡

(｢侵略｣ については国連総会により ｢侵略の定義に

関する決議｣ (1974年) がなされたが､ 内容はいわば推

定規定にすぎない｡ 国際刑事裁判所 (International

Criminal Court; ICC) 規程を採択した外交会議 (ロー

マ､ 1998年) において､ ｢侵略の罪｣ に関連して ｢侵略｣

の定義を試みたが､ 合意に至らなかった｡)

冷戦期において､ 安保理はローデシアや南ア

フリカにおける人種差別政策を脅威と認定し強

制措置をとった｡ 冷戦後においても､ 第２章で

述べたように､ 国内におけるジェノサイド､ 内

戦による大規模な難民発生､ 人道援助活動の武

力による妨害､ 国際人道法の違反行為などの

｢人道上の惨事｣ (humanitarian catastrophe)

を平和に対する脅威と認定し､ 加盟国に武力行

使を授権した｡

また､ 安保理は､ 旧ユーゴスラヴィア内戦及

びルワンダ内戦における人道法違反行為につい

て審理する国際裁判所を設置した(111)｡ 1992年

１月の安保理首脳会議においては ｢経済的､ 社

会的､ 人道的及び生態学的分野での非軍事的不

安定要因は､ 平和と安全に対する脅威となって
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いる｣ とされた(112)｡

このように､ 安保理では､ 個人の身体及び生

命への基本的権利が大規模に侵害されるような

事態が国際関心事項となりうると考えられてき

たと思われる(113)｡

３. 国連による人道的干渉 (人道的介入) 論

重大かつ大規模な人権侵害などの ｢人道上の

惨事｣ を､ 平和に対する脅威と認定した安保理

は､ 兵力を提供し費用を負担する意思と能力を

備えた加盟国に対して武力行使を授権し､ 人権

侵害を阻止しようとする｡ こうして多国籍軍が

編成されてきた経験から､ 国連による人道的干

渉 (humanitarian intervention) が実現したと

考える立場がある(114)｡

多国籍軍の活動が憲章第７章の強制行動であ

るとすれば､ 国際法上の武力不行使原則や内政

不干渉原則との関係では法的に問題は生じない｡

つまり､ 多国籍軍による武力行使の違法性は阻

却され､ 活動には領域国の同意は (当該国が少

なくとも国連加盟国である限りにおいて) 必要と

されない (憲章第25条､ 第48条第１項)｡ (ただし

アルバニア多国籍軍は実効政府の､ ハイチ多国籍軍は

正統政府の要請に基づき安保理決議がなされたもので

あった｡)

国際的な人権保障の枠組みの発展に伴って､

ジェノサイド､ アパルトヘイトといった重大か

つ大規模な人権侵害が､ 強行規範 (jus cogens)

に違反する国際犯罪とされるようになった｡ 国

際犯罪について作為または不作為のある国家は､

国際法上の対世的義務(obligations erga omnes)

に違反することになるから､ 主権国家として不

干渉原則を援用することはできない(115)｡ アパ

ルトヘイトやジェノサイドは､ 国連による強制

行動の対象となりうる犯罪でもある (アパルト

ヘイト条約第１条､ ジェノサイド条約第８条)｡

(このような人道上の犯罪を裁くため､ 国際刑事裁判

所 (ICC) 規程が2002年７月に発効した｡ しかし ICC

は､ その管轄権に属する人道上の犯罪に関与した個人

(自然人) の刑事責任を追及することを目的としており､

人権侵害そのものを直接に阻止することを目的として

いるわけではない｡)

しかし､ 国連安保理は本質的には司法機関で

はないから､ 安保理が ｢人道上の惨事｣ を審議

の対象とするか､ どのような決定を行うかは､

各国の利害関心を反映するであろう(116)｡

とくに発展途上国からは､ 人権問題は国内問

題であるとして､ 人権侵害を根拠とした強制行

動に対する懐疑的な見解がしばしば示されてき

た(117)｡ 学説上も､ 安保理において授権決議が

採択された際に､ 決議に対する各国の態度が分

かれたことや､ 事態の特異性・例外性が強調さ

れていた点から､ これら多国籍軍の活動を人道

的干渉とは考えない立場もある(118)｡ もっとも､

安保理の常任理事国である中国は､ 授権決議の

採択において棄権することはあっても､ 現在の

ところ拒否権を行使するには至っていない｡

OAUは､ ソマリア内戦の経験から人道的干渉

について容認する態度をとっている(119)｡

人道的干渉に法的・道義的に正統性があると

しても､ 多国籍軍に必要な軍事的・財政的負担

をする加盟国が､ 軍事的損害が干渉の利益―現

実には政治的・経済的利益も含まれるであろう―

と比較して小さなものであると考えないかぎり､

多国籍軍に兵力を提供することはないのであ

る(120)｡ (UNITAFの場合､ 武装勢力の武装解除が

いぜんとして必要な段階にあったにもかかわらずア

メリカが活動を終了させ､ UNOSOMⅡが大きな犠

牲を出す要因になったという(121)｡) 多国籍軍が､

人権侵害を行っている勢力と比べて軍事的に優

位に立たなければ､ その活動は実効性をもたな

いのである｡

このような問題にも関わらず､ 人道的干渉の

ために安保理によって多国籍軍を利用する方式

が今後もとられることになると思われる｡

４. 授権決議の内容

多国籍軍の事例が増えるにともなって､ 授権

決議には一定の傾向が見られるようになってい

る｡
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第１に､ 加盟国への権限の付与つまりマンデー

トがより具体的になり､ とくに武力行使の目的

については厳密に定義するようになってきてい

ることである｡ 加盟国が安保理による授権の目

的を逸脱し､ 例えばもっぱら自国の利益を実現

する目的で武力を行使するために安保理決議を

援用するおそれ(122) は小さくなろう｡

第２に､ 多国籍軍の活動期間がより限定され

るようになったことである(123)｡ 湾岸､ ソマリ

ア､ ハイチではとくに期間を定めなかったが､

中央アフリカの11日間(124) からボスニア (SFOR)

の１年半(125)にいたるまで､ 特定の期間を定め

る例がある｡ これらの多国籍軍は､ 決議によっ

て活動を授権された一定の期間が経過したのち､

活動が引き続き必要であれば新たに決議を採択

する方法がとられている例である｡ コソヴォの

ように､ 多国籍軍に12か月間の展開を許可し安

保理が他に決定しない限りにおいて延長できる

旨定める例(126)､ 東ティモールのように多国籍

軍の展開は国連 PKOが展開されるまでの間許

可されるとしている例(127) もある｡

多国籍軍の活動を時間的に制限することによ

り､ 加盟国が､ 安保理が一度行った決議を援用

し続ける(128) 余地はなくなるであろう｡ 形式的

には､ ｢古典的な｣ 国連 PKOの任務が６か月

とされ､ 期間が終了したのち必要であれば新た

な安保理決議によって更新される､ という慣行

に､ 多国籍軍が近づいているといえるかもしれ

ない(129)｡

第３に､ 多国籍軍に参加する加盟国に対し､

多国籍軍の活動に関する定期的な報告を行う義

務を課していることである｡ 湾岸多国籍軍に対

しては ｢安保理に情報を与える｣(130) という程度

であったものが､ ボスニア (IFOR及び SFOR)(131)

では１か月ごと､ アルバニア､ 中央アフリカ(132)

に至って２週間ごとの報告を求めるようになっ

た｡ ルワンダ､ ハイチ(133) のように加盟国の報

告だけではなく､ 事務総長による報告も併せて

求めた例､ 中央アフリカ､ 東ティモール(134) の

ように加盟国が事務総長を通じて報告すること

を求めた例もある｡ もっとも､ 報告は定式化さ

れたものではなく､ 記述される情報は多様であ

る｡

多国籍軍の指揮及び命令の権限は､ 本質的に

多国籍軍の参加国が保持しているものであ

り(135)､ 安保理が直接に多国籍軍を統制すると

いうものではない｡ しかし安保理は､ 決議によっ

て多国籍軍の活動を授権する期間を更新しない､

または終了させるという選択が可能であるから､

このような報告は､ 安保理の意思決定に寄与す

ることで安保理による多国籍軍の活動への政治

的な関与を可能にするものと思われる｡

おわりに

冷戦後､ 安保理は､ 憲章第７章 (及び第８章)

のもとで ｢平和に対する脅威｣ 等を認定し､ 強

制措置として加盟国の編成する多国籍軍に武力

行使を ｢授権｣ する方式をとり､ 必要な権限を

付与された多国籍軍が平和及び秩序の回復・維

持などの活動に従事するようになっている｡

多国籍軍の活動は､ 国連憲章が予定していた

強制措置とは異なるものである｡ しかし､ 内戦

型の武力紛争の増加(136)､ 人道上の惨事という

事態に対して安保理が強制措置をとる実質的な

手段がほかにないとすれば､ 安保理決議による

加盟国への授権・多国籍軍の編成は､ 慣行とし

て今後確立する可能性もある(137)｡

授権決議は､ 多国籍軍に対する安保理の統制

を強化する傾向にあり､ 長期的には､ 多国籍軍

の活動は､ 国連による国際の平和と安全の維持

の理念型に近づいているといえるかもしれない｡

今後は､ 安保理の意思決定の透明性の確保､ 即

応性の向上なども課題となるであろう(138)｡

｢現実からすれば､ 夢想的であってはならず､

国連旗の下にあって国連の命令を守り執行する

国際軍を想像すべきではない｡ 制裁の効果を完

全なものにするための時間が必要であることを

考慮すれば､ その日が来るまでは､ 安保理は､

国連がコントロールする活動の始まりにだけで
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